
公務員人事管理に関する報告の骨子

Ⅰ 公務員の労働基本権問題の議論に向けて
労働基本権制約の見直しは、その目的を明確にし、便益・費用等を含め全体像を提示し、広

く議論を尽くして、国民の理解の下に成案を固め、実施することが必要
１ 公務における労働基本権問題の基本的枠組みと特徴

公務における労働基本権問題の検討は、公務特有の基本的枠組み(内閣と国家公務員は双方が
国民に対し行政執行の責務を負うとともに、労使関係に立つという二つの側面を有する)と特徴
(市場の抑制力が欠如している等民間と大きく相違)を十分踏まえて行う必要

２ 自律的労使関係制度の在り方 ～基本権制約の程度等に応じたパターン
パターン１ 協約締結権及び争議権を付与。予算等の制約は存在
パターン２ 協約締結権を付与し争議権は認めない｡この場合は代償措置(仲裁制度)が必要
パターン３ 協約締結権及び争議権は認めずその代償措置として第三者機関の勧告制度を設
けるとともに、勤務条件決定の各過程における職員団体の参加の仕組みを新たに制度化

パターン４ 職位、職務内容、職種等に応じてパターン１～３を適用
３ 自律的労使関係制度の在り方を議論する際の論点

・ 国会の関与(法律・予算)と当事者能力の確保 ・ 付与する職員の範囲
・ 労使交渉事項と協約事項の範囲 ・ 給与水準の決定原則や考慮要素
・ 交渉当局の体制整備 ・ 職員団体の代表性の確保

４ 検討の進め方
基本的な議論を深めて見直しの基本的方向を定め、制度設計に向けて各論点を十分に詰めた

上で、便益・費用を含む全体像を国民に示し理解を得て、広く議論を尽くして結論を得る必要

Ⅱ 基本法に定める課題についての取組
１ 採用試験の基本的な見直し
・ 優秀かつ多様な人材を確保するため、積極的な人材確保活動と併せ、専門職大学院の設置
状況等を踏まえた採用試験の基本的な見直しが喫緊の課題

・ 意見公募手続（本年６月）を経て、新たな試験制度の全体像を提示
－ 現行のⅠ種・Ⅱ種・Ⅲ種試験を廃止し、試験体系を再編

＊総合職試験：院卒者試験、大卒程度試験 ＊専門職試験
＊一般職試験：大卒程度試験、高卒者試験等 ＊経験者採用試験

・ 今後、各方面と調整を行いつつ、平成24年度の新試験実施に向け、周知徹底、所要の準備
２ 時代の要請に応じた公務員の育成
・ 各役職段階で必要な研修の体系化と研修内容の充実
・ 若手職員を養成する新たな研修の実施や長期在外研究員制度において博士号を取得させる
ための方策を検討

３ 官民人事交流等の推進
・ 退職管理方針を踏まえ、公務の公正を確保しつつ、審議官級の交流基準改正を近日中に予定
・ 公益法人等への職員派遣は、意義や妥当性の整理、法人選定等の内閣での対応を踏まえ検討

４ 女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針の見直し等
各方面の意見聴取等を行いつつ、本年末までに指針を見直すなど、実効性のある取組を強化

Ⅲ その他の課題についての取組
１ 非常勤職員制度の改善
(1) 日々雇用の非常勤職員の任用・勤務形態の見直し

日々雇用の仕組みを廃止し、会計年度内の期間、臨時的に置かれる官職に就けるために任
用される期間業務職員制度を設け、本年10月から実施

(2) 非常勤職員の育児休業等
育児休業等をすることができるよう育児休業法改正の意見の申出を行うほか、介護休暇制

度の導入についても措置
２ 超過勤務の縮減

府省ごとに在庁状況の把握及び必要な指導などの具体的な取組を政府全体として推進。各大
臣のリーダーシップの下、政務三役等が自ら率先して超過勤務縮減に取り組むことが重要

３ 適切な健康管理及び円滑な職場復帰の促進
・ 心の健康の問題による長期病休者について職場復帰前に試験的に出勤する仕組みを提示
・ １回の病気休暇の上限期間の設定など病気休暇制度の見直し


